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れは馬総統が就任前の選挙戦中に訪日した際（2007 年 11 月），表明したもので
ある。現状維持を望む選挙民に向け，馬総統は「統一しない」と述べた。中国






















発足直後の 2008 年 6 月におこなわれた第 1 回の江陳会談で合意され，翌 7 月
から実施された。同年 11 月には両岸航空運輸協定が締結され，12 月より直航
チャーター航空便が平日も就航したことで定期便に近い運行状況が実現した。






結，観光事務所（３）の相互設置（2010 年 5 月）などが中国との間で合意，実施
された。台湾の施策としては，台湾での人民元交換業務の解禁，中国メディア
の常駐再開と滞在期間延長（以上 2008 年 6 月），県市長の中国訪問解禁（2008

































































もうひとつの事例は，両岸投資保護協定である。2010 年 6 月の第 5 回江陳
会談において，両岸投資保護協定を次回の会談で締結するとの目標が合意され
た。しかし，同年 12 月に開かれた第 6 回江陳会談では締結が見送られ，すで
に双方の対話の扱うテーマが「簡単な事柄から困難な事柄に移った」（由易入
難）と言われるようになった。締結予定は第 7 回江陳会談に変更され，同会談



































































実際に 2009 年 1 月 22 日，台湾の衛生署は同月 13 日に WHO 事務局から
2005 年に改訂された国際保健規則（IHR）を台湾に適用し，WHO のデータベ
ースへのアクセスを認めるとの通知が届いたと発表した。IHR は 2003 年の
SARS 流行の反省に基づき，疫病対策における国際協力の強化をうたったもの
である。ただし，この通知は台湾の呼称を「Taipei」（台北）としていた。
4 月 28 日には，WHO 事務局から衛生署長宛に WHA オブザーバー参加を
求める招聘状が送付された。この招聘状では台湾を「Chinese Taipei」（中華
台北）と呼び，衛生署長にも「Department of Health Minister」と閣僚である
ことを明示する呼称が用いられた。葉金川衛生署長は 5 月 18 日から 22 日の
第６章　中国との関係改善と台湾の国際社会への参加
99
間開催された WHA に出席し，20 日には全体会議で演説をおこなった。以後，


















湾と他国による FTA 交渉にも反対した。しかし，政府調達協定加入は 2008
年 12 月に実現した。FTA については，ECFA 締結後の 2010 年 8 月にシンガ
ポールとの間で FTA に相当する経済協力協定の交渉開始で事実上合意したと
の共同声明が発表され，中国の国務院台湾事務弁公室発言人は「同国が『一つ
の中国』原則を守るはずだ」と述べ，これを事実上容認した。2011 年 10 月に
はニュージーランドとの間でも同様の共同声明が発表された。







北」を用いてきた。しかし，中国は 2008 年 8 月の北京オリンピック開催以降，
台湾側の要求に応じて「中華台北」を用いることを受け入れた。2010 年 5 月







ことに反対している。WHO も加盟資格を国家と規定している（WHO 憲章第 3
条）。台湾による WHO 参加は部分的なものであり，正式加盟ではない。
WHO 参加について，馬政権は中国と何らかの交渉をおこなったことを否定




が 2005 年に中国と WHO 事務局が交わした覚書に基づくとの疑惑を否定した



















である国民党が阻んだ（佐藤［2007］）。しかし，馬総統は 2008 年 12 月 10 日に
同規約への加入を目指すと述べた。立法院は 2009 年 3 月 31 日に同規約を批准
し，その国内における実施法も 4 月 26 日に可決した。しかし，6 月 15 日国連
事務局は中国代表権問題が解決済みであることを理由に，台湾からの批准書の
受け取りを拒否した。さらには，台湾にとって後退といえる事例も発生してい
る。たとえば，2011 年 1 月，東南アジア諸国中央銀行グループ（SEACEN）は
台湾の同意なしに，その名義を「中国中央銀行・台北」（Central Bank of China, 










































































2009 年後半に両者による数回の事前折衝が，2010 年前半に 4 回の正式交渉が
おこなわれたことが明らかにされ，議論の一部も報道された。こうして，馬政
権は ECFA に対する世論の不安や反発を和らげた上で，2010 年 6 月 29 日の
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